
2021年4月1日

厚生労働省 労働基準局労働条件政策課

令和７年度働き方改革推進支援助成金
申請書の書き方について

１．総論

２．業種別課題対応コース

３．労働時間短縮・年休促進支援コース、勤務間インターバル導入コース

４．申請から交付まで



働き方改革推進支援助成金の概要 ～ 令 和 ７ 年 度 予 算 額 9 2 億 円 （ 助 成 金 全 体 ） ～

○生産性向上に向けた設備投資等の取組に係る費用を助成し、労働時間の削減等に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主を支援

○令和６年度に引き続き「業種別課題対応コース」を設置し、医療機関の働き方改革への取組に対して支援
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※ 賃上げ加算制度
賃金を３％以上引き上げた場合、その労働者数に応じて助成上限額を更に６万円～最大60万円加算（５％以上（24万円～最大240万円加算）７％以上（36万円～360万円加算））。
なお、常時使用する労働者数が30人以下の場合の加算額は２倍。

助 成 上 限 額
※１、※２（補助率原則3/4（団体推進コースは定額））

成 果 目 標コ ー ス 名

①：250万円（月80H超→月60H以下）等
②・③：各25万円、
④：150万円（11H以上）等、
⑤：100万円（４週４休→４週８休）等

①～⑤の
何れかを
１つ以上

① 36協定の月の時間外・
休日労働時間数の削減

② 年休の計画的
付与制度の整備

③ 時間単位の年休の整備
及び特別休暇の整備

④ 新規に勤務間
インターバル制度を導入
※自動車運転の業務は10時
間以上その他は９時間以上

⑤ 所定休日の増加

⑥ 医師の働き方改革の推進

⑦ 勤務割表の整備（※）

建設事業

業種別課題対応
コース

長時間労働等の課
題を抱える業種等
を支援するため、
労働時間の削減等
に向けた環境整備
に取組む中小企業
事業主に助成

①：250万円（月80H超→月60H以下）等
②・③：各25万円、
④：170万円（11H以上）等

①～④の
何れかを
１つ以上

自動車運転の
業務

①：250万円（月80H超→月60H以下）等
②・③：各25万円、
④：170万円（11H以上）等
⑥：50万円

①～④
又は⑥の
何れかを
１つ以上

医業に従事す
る医師

砂糖製造業
（鹿児島県・
沖縄県に限る）

①：250万円（月80H超→月60H以下）等
②・③：各25万円、
④：150万円（11H以上）等
⑦：350万円

①～④
又は⑦の
何れかを
１つ以上

その他
長時間労働が

認められる業種

①：250万円（月80H超→月60H以下）等
②・③：各25万円
④：150万円（11H以上）等

①～④の
何れかを
１つ以上



働き方改革推進支援助成金の概要 ～ 令 和 ７ 年 度 予 算 額 9 2 億 円 （ 助 成 金 全 体 ） ～

○生産性向上に向けた設備投資等の取組に係る費用を助成し、労働時間の削減等に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主を支援

○令和６年度に引き続き「業種別課題対応コース」を設置し、医療機関の働き方改革への取組に対して支援
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助 成 上 限 額
※１、※２（補助率原則3/4（団体推進コースは定額））

成 果 目 標コ ー ス 名

①：150万円（月80H超→月60H以下）等

②・③：各25万円

①～③の
何れかを
１つ以上

① 36協定の月の時間外・
休日労働時間数の削減

② 年休の計画的
付与制度の整備

③ 時間単位の年休の整備
及び特別休暇の整備（※）

労働時間短縮・
年休促進支援コース

労働時間の削減や、年次有給休暇の取
得促進に向けた環境整備に取組む中小
企業事業主に助成

勤務間インターバルの時間数に
応じて、以下の助成上限額となる

・９～11H：100万円
・11H以上：120万円

新規に９時間以上の
勤務間インターバル制度を
導入すること （※）

勤務間インターバル導入コース

勤務間インターバルを導入する
中小企業事業主に対し助成

※賃上げ加算制度
賃金を３％以上引き上げた場合、その労働者数に応じて助成上限額を更に６万円～最大60万円加算
（５％以上（24万円～最大240万円加算）７％以上（36万円～360万円加算））。なお、常時使用する労働者数が30人以下の場合の加算額
は２倍。



助成対象となる取組

① 就業規則の作成・変更

② 労務管理担当者・労働者への研修（業務研修を含む）
例：社労士等を招聘した、医業に従事する医師の

労働時間制度に関する研修の実施 など

③ 外部専門家によるコンサルティング

助 成 対 象 と な る 取 組

助成対象となる取組にかかった費用に対して助成。

費用に助成率を掛けた金額を、助成上限額の範囲内で助成。
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助成対象となる取組

助成対象となる取組にかかった費用に対して助成。

費用に助成率を掛けた金額を、助成上限額の範囲内で助成。
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④ 労務管理用機器等の導入・更新
例：労働時間等の自動計算が可能な勤怠管理システム、

始業・終業時刻の記録が可能なタイムレコーダーの導入 など

⑤ 労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新
例：内視鏡自動洗浄機やデジタル画像診断システム、

電子カルテシステムの導入 など

⑥ 人材確保に向けた取組等
例：求人情報サイトへの求人広告の掲載

助 成 対 象 と な る 取 組



助成対象となる取組

助成対象となる取組にかかった費用に対して助成。

費用に助成率を掛けた金額を、助成上限額の範囲内で助成。
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助成対象の事業の費用の3/4を助成

事業規模30名以下かつ労働能率の増進に資する
設備・機器等の経費が30万円を超える場合は、

4/5を助成

助 成 率



成果目標達成までの流れ（例）

成果目標を設定の上、取組を実施し、労働時間の削減等に取り組むことが必要。

月90時間を限度としている36協定※の

時間外労働時間数を月60時間以下に削減させる。

成果目標の設定
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1

※令和６年12月に締結。有効期間令和７年１月１日から12月31日

例：成果目標「36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減」



成果目標達成までの流れ（例）

成果目標を設定の上、取組を実施し、労働時間の削減等に取り組むことが必要。

設備投資

※当該事業で発生した費用の一部を助成
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業務効率化、業務の質が改善され、労働時間が削減

成果目標を実施するための事業2

労務管理用

ソフトウェアの導入

電子カルテシステムの導入

コンサルティング

社会保険労務士によるコンサル

ティング及び３６協定の内容

変更、再締結、届出



成果目標達成までの流れ（例）

成果目標を設定の上、取組を実施し、労働時間の削減等に取り組むことが必要。
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成果目標の達成3

時間外労働時間数も月60時間以内に収まり、

時間外労働月60時間以下の36協定を

再締結・届出



働き方改革推進支援助成金の対象について
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勤務間

インターバル

導入コース

労働時間短縮・

年休促進

支援コース

業種別

課題対応コース
（最も助成額が大きい）

○○○

労働者300人以下の
一人医師医療法人ま
たは医業に従事する
医師が勤務する病院、
診療所、介護老人保
健施設、介護医療院
※兼業・副業により勤務
する医師も雇用

○○×
（対象外）

労働者100人以下の

一人医師医療法人
（医師が勤務せず看護

師等のみ雇用）

同一年度内は、１事業１コースかつ１回に限ります



① 36協定の月の時間外労働時間数の削減
月80時間超の36協定を月60時間以下に協定：250万円

・ 月60～80時間 ⇒ 月60時間以下に協定：200万円

・ 月80時間超 ⇒ 月60～80時間に協定：150万円

② 年次有給休暇の計画的付与制度を新規導入：25万円

③ 時間単位の年次有給休暇の新規導入及び

有給の特別休暇の新規導入：25万円

成果目標と助成上限額（業務別課題対応コース（病院等）の場合）

成果目標には、それぞれ助成上限額を設定している。

成果目標を複数選択し、全て達成した場合は、①～⑤の各成果目標の上限額の合計520万円（※）が助成上限額となる。
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④ 医師の過半数に適用される

９時間以上の勤務間インターバル制度を新規に導入
・９～10時間 ⇒ 120万円

・10～11時間 ⇒ 150万円

・11時間以上 ⇒ 170万円

⑤ 医師の働き方改革の推進：50万円
労務管理体制の構築等と、医師の労働時間の実態把握と管理を実施する。

成果目標と助成上限額（業務別課題対応コース（病院等）の場合）

成果目標には、それぞれ助成上限額を設定している。

成果目標を複数選択し、全て達成した場合は、①～⑤の各成果目標の上限額の合計520万円（※）が助成上限額となる。
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※原則として、過去２年間に、月45時間

超の時間外労働の実態が１箇月以上ある

ことが必要



成果目標と助成上限額（業務別課題対応コース（病院等）の場合）

成果目標には、それぞれ助成上限額を設定している。

成果目標を複数選択し、全て達成した場合は、①～⑤の各成果目標の上限額の合計520万円（※）が助成上限額となる。
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賃金の引上げ

上記①～⑤の助成上限額に、最大360万円を加算

・３％以上（６万円～最大60万円加算）

・５％以上（24万円～最大240万円加算）

・７％以上（36万円～最大360万円加算）

注）常時使用する労働者数が30人以下の場合、上限額の加算額は２倍



① 36協定の時間外労働を削減する目標を立てる場合
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• 36協定による時間外労働の上限を

月99時間から月50時間に削減したいと考えた。

• 時間外労働が多く、部署によって就業時間帯が異なるところ、

紙のタイムカードでの勤怠管理を行っていたことから、

複雑な時間外労働時間数の管理作業等を、

従業員２人が手作業で行う必要があった。

• タイムカードの押し忘れなど、時間数が適正に把握されておらず、

時間外労働が多い原因がわからなかった。

目 標 と 課 題

労働者数：200人以下 診療科目：一般内科、呼吸器内科、消化器内科、
循環器内科、整形外科、脳神経外科

働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介
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働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介

• ICカードをタッチすることで出退勤時刻を登録できるタイムレコーダーと、
タイムレコーダーのデータを管理するための勤怠管理ソフトを導入した
ことで、従来は１カ月約28時間かかっていた時間外労働時間数の
管理作業等を約12時間に削減することができ、業務の平準化などを
検討する余裕ができた。

• 労働時間管理を適正に行った結果、業務量の偏りも明確になった。
データを示したうえで話を進めることができるので、説得力が増し、
業務の平準化についても各部署の協力が得られることができた。

• 以上の業務の平準化などを行った結果、36協定による時間外労働の
上限を月99時間から月50時間に短縮することができた。

① 36協定の時間外労働を削減する目標を立てる場合

取 組 結 果

労働者数：200人以下 診療科目：一般内科、呼吸器内科、消化器内科、
循環器内科、整形外科、脳神経外科



• 約110万円分の機器の購入に対して、約80万円の助成を受けた。
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働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介

助 成 内 容

① 36協定の時間外労働を削減する目標を立てる場合
労働者数：200人以下 診療科目：一般内科、呼吸器内科、消化器内科、

循環器内科、整形外科、脳神経外科



②勤務間インターバル制度導入の目標を立てる場合
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• 副業・兼業を行っている医師について、副業・兼業先での勤務時間が深夜
まで延長するなど、勤務終了後から翌日の自院の勤務の間に、勤務間イン

ターバルが９時間確保できないこともあり、医師の健康確保を考え、確実

に９時間以上の勤務間インターバルを確保するために制度を新たに導入し

たいと考えた。

• 点滴の準備をする度に、スタッフが各患者に応じた輸液の予定量を手作業
で計量し、プライミング（※）を行う必要があった。

※輸液ルート内を投与する薬液で満たしておくことで、ルート内の気泡を

押し出し、すぐに投与できるようにする作業。

目 標 と 課 題
労働者数：50人以下 診療科目：内科・循環器内科・糖尿病内科

働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介



17

働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介

• 汎用輸液ポンプ５台を導入したことで、輸液の予定量を自動計算し、
ディスプレイ上に自動表示させることが可能となり、また、
プライミングを行う必要が無くなったことで点滴前の準備作業が
効率化され、従来は患者１人あたり合計で約20分かかっていた
準備作業を約５分に削減することができた。

• その結果、作業時間が１日約１時間短縮されたことで、副業・兼業先で
勤務時間が延長した場合でも、翌日の自院の勤務時間を後ろ倒しに
することが可能となり、確実に９時間以上の勤務間インターバルを
確保できるようになったことで、勤務間インターバル制度を新たに
導入することができた。

取 組 結 果

②勤務間インターバル制度導入の目標を立てる場合

労働者数：50人以下 診療科目：内科・循環器内科・糖尿病内科



• 85万円分の機器の購入に対して、約65万円の助成を受けた。
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働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介

助 成 内 容

②勤務間インターバル制度導入の目標を立てる場合

労働者数：50人以下 診療科目：内科・循環器内科・糖尿病内科



③ 医師の働き方改革の推進の目標を立てる場合
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• 内視鏡の洗浄作業を手作業で行っているため、内視鏡検査の時間が長くな
り、内視鏡担当医が休憩時間中も検査を行う場合があり、十分な休憩時間

が確保できていなかった。

• 当該医師が休憩を何分とれているのかなど、医師の働き方改革推進のため、
労働時間の実態把握と管理をはじめとした、労務管理を適正に実施したい

と考えた。（※）

※労務管理責任者の選任等労務管理体制を整え、医師の労働時間の実態把握と

管理を実施

目 標 と 課 題
労働者数：30人以下 診療科目：内科・外科・胃腸科・甲状腺検診

働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介
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働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介

• 労務管理体制の整備や、医師の労働実態の把握により、
労務管理の改善に前向きに取り組めるようになった。

• 内視鏡洗浄機を導入したことで、洗浄時間の短縮と洗浄の精度が
向上したため、全体の検査時間が１件あたり７分、
１日あたり約30分の削減につながった。

• 医師の労働時間の実態把握を行った結果、内視鏡洗浄機の導入により
労働時間が削減され、休憩時間の確保が十分になされていることが
確認できた。

取 組 結 果

③ 医師の働き方改革の推進の目標を立てる場合

労働者数：30人以下 診療科目：内科・外科・胃腸科・甲状腺検診



• 約50万円分の機器の購入に対して、約40万円の助成を受けた。
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働き方改革推進支援助成金活用による事例紹介

助 成 内 容

③ 医師の働き方改革の推進の目標を立てる場合

労働者数：30人以下 診療科目：内科・外科・胃腸科・甲状腺検診



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

助成金の支給を受けるための流れ

１. 交付申請書および事業実施計画の作成・提出

２. 審査・交付決定

３. 計画に沿って事業の実施

４. 支給申請書および事業実施結果報告書の作成・提出

５. 審査・支給決定

22



事業主 労働局 （雇用環境・均等（部）室）

令和７年度の交付申請等のスケジュール

交付申請書の提出
事業実施計画を添付

令和７年11月28日（金）まで

１．交付申請（令和７年４月１日（火）受付開始）

通知の受理

２．交付申請書の受付・審査

２．交付・不交付の決定・通知

事業実施
令和8年１月30日（金）まで

（機器の購入、就業規則の作成・変
更・届出、研修の実施など）

４．支給申請

３．事業実施

※交付決定件数は国の予算に制約されるため、

全ての交付申請を受付できない可能性あり

23



事業主 労働局 （雇用環境・均等（部）室）

令和７年度の交付申請等のスケジュール

支給申請書の提出
事業実施予定期間が終了した日

から起算して30日後の日
または

令和８年２月６日（金）
のいずれか早い日まで

５．支給申請書の受付・審査

通知の受理
助成金受取

５．支給・不支給の決定・通知
助成金の支給手続

４．支給申請

24



書類の記載方法について

25

様式第１号

１. 交付申請書および事業実施計画の作成・提出

業種別課題対応コース



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

26

提出日を記載

管轄の都道府県労

働局を記載

法人全体情報を

記載

1

2

3

1

2

3



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

27

日本標準産業分類の

項目を記載

病院等なので

こちらを選択

基本情報を記載

1

1

2

3

2

3



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

28

必要に応じて

それぞれ該当する

ものを選んで○



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

29

36協定が２年連続して

月60時間超となってい

る場合に該当

それぞれ該当する内容

に１つ以上○をする

1 1

2 3

2

3



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

30

いずれか該当するもの

を選択



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

31

どういった措置をいつ

実施するのか計画して

記載



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

32

対象の事業場で事業を行う

期間を決定し、記載

「いつ」、「何を」、

「どうすること」によって

いくら経費を要するか記載

1
1

2

2



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

33

36協定の現状と目標の
組み合わせによる
助成上限額を記載

①⇒①：２５０万円
①⇒②：１５０万円
②⇒①：２００万円
③⇒①：１００万円
③⇒②：２５万円
④⇒①：２５万円

助成対象の取組による

36協定の削減目標時間を

10時間以上で記載

導入する場合は上限額は

25万円となる

1
1

2

3

2

3



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

34

成果目標で勤務間インターバルを選
択した場合、対応する取組を下の選
択肢から選択その上限額は以下のと
おり

新規９～11時間：１２０万円
新規10～11時間：１５０万円
新規11時間～：１７０万円
拡大等９～10時間：６０万円
拡大等10～11時間：７５万円
拡大等11時間～：８５万円

新規：新規導入
拡大等：適用範囲の拡大または時間延長

導入する場合は上限額

は２５万円を記載

1

1

2

2



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

35

医師の働き方改革の推

進を取組として選択し

た場合は上限額に５０

万円を記載

成果目標に賃上げ加算

を選択する場合はどの

範囲で賃上げを行うか

記載

1

1

2

2



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

36

それぞれの内容に関して、

労働者から聞いた意見を

チェック。

（意見に関しては、必ずしも

意見なしでなくても差し支え

ありません）



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

37

実際に要した費用から

助成額を算出



書類の記載方法について（業種別課題対応コース）

38

対象となる事業場ごと

に設定した目標を記載



働き方改革推進支援助成金の対象について

39

勤務間

インターバル

導入コース

労働時間短縮・

年休促進

支援コース

業種別

課題対応コース
（最も助成額が大きい）

○○○

労働者300人以下の
一人医師医療法人ま
たは医業に従事する
医師が勤務する病院、
診療所、介護老人保
健施設、介護医療院
※兼業・副業により勤務
する医師も雇用

○○×
（対象外）

労働者100人以下の

一人医師医療法人
（医師が勤務せず看護

師等のみ雇用）

同一年度内は、１事業１コースかつ１回に限ります



成果目標と助成上限額（労働時間短縮・年休促進支援コースの場合）

成果目標には、それぞれ助成上限額を設定している。

成果目標を複数選択し、全て達成した場合は、①～③の各成果目標の上限額の合計2０0万円（※）が助成上限額となる。

40

① 36協定の月の時間外労働時間数の削減
月80時間超の36協定を月60時間以下に協定：150万円

・ 月60～80時間 ⇒ 月60時間以下に協定：100万円

・ 月80時間超 ⇒ 月60～80時間に協定：50万円

② 年次有給休暇の計画的付与制度を新規導入：25万円

③ 時間単位の年次有給休暇の新規導入及び

有給の特別休暇の新規導入：25万円



成果目標と助成上限額（労働時間短縮・年休促進支援コースの場合）

成果目標には、それぞれ助成上限額を設定している。

成果目標を複数選択し、全て達成した場合は、①～③の各成果目標の上限額の合計2０0万円（※）が助成上限額となる。

41

賃金の引上げ

上記①～⑤の助成上限額に、最大360万円を加算

・３％以上（６万円～最大60万円加算）

・５％以上（24万円～最大240万円加算）

・７％以上（36万円～最大360万円加算）

注）常時使用する労働者数が30人以下の場合、上限額の加算額は２倍



労働者の過半数に適用される

９時間以上の勤務間インターバル制度を新規に導入
・９～11時間 ⇒ 100万円

・11時間以上 ⇒ 120万円

※原則として、過去２年間に、月45時間超の時間外労働の実態が

１箇月以上あることが必要加算額は２倍

成果目標と助成上限額（勤務間インターバル導入コースの場合）

成果目標には、それぞれ助成上限額を設定している。

新規にインターバル制度を導入する事業者を支援。

42



成果目標と助成上限額（勤務間インターバル導入コースの場合）

成果目標には、それぞれ助成上限額を設定している。

新規にインターバル制度を導入する事業者を支援。

43

賃金の引上げ

上記①～⑤の助成上限額に、最大360万円を加算

・３％以上（６万円～最大60万円加算）

・５％以上（24万円～最大240万円加算）

・７％以上（36万円～最大360万円加算）

注）常時使用する労働者数が30人以下の場合、上限額の加算額は２倍



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

助成金の支給を受けるための流れ

１. 交付申請書および事業実施計画の作成・提出

２. 審査・交付決定

３. 計画に沿って事業の実施

４. 支給申請書および事業実施結果報告書の作成・提出

５. 審査・支給決定

44



令和７年度の交付申請等のスケジュール

交付申請書の提出
事業実施計画を添付

令和７年11月28日（金）まで

１．交付申請（令和７年４月１日（火）受付開始）

通知の受理

２．交付申請書の受付・審査

２．交付・不交付の決定・通知

事業実施
令和8年１月30日（金）まで

（機器の購入、就業規則の作成・変
更・届出、研修の実施など）

４．支給申請

３．事業実施

事業主 労働局 （雇用環境・均等（部）室）

※交付決定件数は国の予算に制約されるため、

全ての交付申請を受付できない可能性あり

45



事業主 労働局 （雇用環境・均等（部）室）

令和７年度の交付申請等のスケジュール

支給申請書の提出
事業実施予定期間が終了した日

から起算して30日後の日
または

令和８年２月６日（金）
のいずれか早い日まで

５．支給申請書の受付・審査

通知の受理
助成金受取

５．支給・不支給の決定・通知
助成金の支給手続

４．支給申請

46



書類の記載方法について

47

労働時間短縮・年休促進支援コース

勤務間インターバル導入コース

様式第１号

１. 交付申請書および事業実施計画の作成・提出



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

48

提出日を記載

管轄の都道府県労

働局を記載

法人全体情報を

記載

1

2

3

1

2

3



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

49

日本産業分類の項目及び

法人の基本情報を記載

該当する内容について

ご回答ください。

36協定が２年連続して

月60時間超となっている

場合に該当

1

2

3

1

2

3



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

50

成果目標達成に向けた

取組を選択

成果目標を選択

成果目標を選択した上

で、その組み合わせで

の助成上限額を記載

1

2

3

1

2

3



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

51

いずれか該当するもの

を選択



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

52

どういった措置を

いつ実施するのか

計画して記載



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

53

対象の事業場で事業を

行う期間を決定し、

記載

「いつ」、「何を」、

「どうすること」に

よっていくら経費を

要するか記載

1

2

1

2



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

54

３６協定の現状と目標の

組み合わせによる

助成上限額

①⇒①：１５０万円

①⇒②：５０万円

②⇒①：１００万円

を記載

導入する場合は上限額

は２５万円を記載

1 1

2 3

2

3



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

55

成果目標に賃上げ加算

を選択する場合は

どの範囲で賃上げを

行うか記載

1 2 3

2



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

56

それぞれの内容に関し

て、労働者から聞いた

意見をチェック。

意見に関しては、必ずしも

「意見なし」でなくても差

し支えありません



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

57

実際に要した費用から

助成額を算出して記載



書類の記載方法について（労働時間短縮・年休促進支援コース）

58

対象となる事業場ごと

に設定した目標を記載



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

59

提出日を記載

管轄の都道府県労

働局を記載

法人全体情報を

記載

1

2

3

1

2

3



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

60

日本産業分類の項目

及び法人の基本情報を

記載

対応状況を選択

1

2

1

2



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

61

36協定が２年連続して

月60時間超となってい

る場合に該当

1

1



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

62

成果目標達成に向けた

取組を選択

賃上げ加算も行う場合

は②も選択

成果目標を選択した上

で、その組み合わせで

の助成上限額を記載

1

2

3

1

2

3



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

63

いずれか該当するもの

を選択



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

64

どういった措置を

いつ実施するのか

計画して記載



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

65

対象の事業場で事業を

行う期間を決定しその

期間を記載

「いつ」、「何を」、

「どうすること」に

よっていくら経費を

要するか記載

1

2

1

2



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

66

成果目標で勤務間インターバ

ルを選択した場合、対応する

取組を下の選択肢から選択

その上限額は以下のとおり
新規９～11時間：１００万円
新規11時間～：１２０万円
拡大等９～10時間：５０万円
拡大等11時間～：６０万円

新規：新規導入

拡大等：適用範囲の拡大または時

間延長

成果目標に賃上げ加算を

選択する場合はどの範囲で

賃上げを行うか記載

1

2

1

2



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

67

それぞれの内容に

関して、労働者から

聞いた意見をチェック。

意見に関しては、必ずしも

「意見なし」でなくても差

し支えありません



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

68

実際に要した費用から

助成額を算出して記載



書類の記載方法について（勤務間インターバル導入コース）

69

対象となる事業場ごとに

設定した目標を記載



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

70

２. 審査・交付決定

⇒所轄の労働局で審査がなされ、１月程度で結果が通知されます

３. 計画に沿って事業の実施

⇒作成した計画に沿って成果目標達成のために事業を実施してください

様式第１号



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

71

様式第10号
様式第11号

４. 支給申請書および

事業実施結果報告書の作成・提出



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

72

提出日を記載

管轄の都道府県労働局

を記載

法人全体情報を記載

取組実施後の

必要事項を記載

1
1

2

3

4

2

3

4



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

73

提出日を記載

管轄の都道府県労働局

を記載

法人全体情報を記載

労働時間等設定改善

委員会の

対応詳細を記載

1
1

2

3

4

2
3

4



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

74

申請時に選任した

担当者について記載

申請時に提出した事業

実施計画をどのように

周知したかを記載

1

1

22



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

75

申請時に取組の対象と

した事業場で事業実施

予定とした期間を記載

それぞれ対象となる

箇所に実施した

取組を記載

1

1

2

2



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

76

実施した取組結果に

対応する上限額を記載

取組前後の36協定で比較

した削減時間を記載（参

考）助成上限額

①⇒①：２５０万円

①⇒②：１５０万円

②⇒①：２００万円

③⇒①：１００万円

③⇒②：２５万円

④⇒①：２５万円

1

1

2

2



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで

77

年次有給休暇の計画的

付与を規定できたら

25万円を記載

時間単位年休と特別休暇を

規定した場合25万円を記載

休暇の取得実績も

併せて記載

1 1

2

2



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで
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勤務間インターバルの導入ができ

たら導入状況に合わせた上限額を

記載

計画と実績が異なる場合は実績から

上限額を選択して記載（参考）

上限額は以下のとおり

①新規９～10時間：１２０万円
②新規10～11時間：１５０万円
③新規11時間～：１７０万円
④拡大等９～10時間：６０万円
⑤拡大等10～11時間：７５万円
⑥拡大等11時間～：８５万円

新規：新規導入

拡大等：適用範囲の拡大または時間延長

1

1

2

2
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医師の働き方改革を

実施した場合50万円

を記載

賃上げ加算を行った

場合は実績を記載

1

1

2

2
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実際に計上した費用に

所定の係数をかけた

金額を記載

取組実施後の

助成上限額の合計を

記載

比較の結果低い金額を

記載

1

1

2

2

33
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実際の取組結果を記載



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで
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賃上げ加算を選択した

場合支給対象者を

一覧にして記載



働き方改革推進支援助成金申請から交付まで
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５. 審査・支給決定

⇒所轄の労働局で審査され、支給決定されます

様式第１号



申請から支給まで（お問い合わせ先）

申請は都道府県労働局の雇用環境・均等部（室）にて対応するため、ご質問はこちらまで。

84

都道府県労働局

（雇用環境・均等部（室））

所在地一覧

https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/


